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１．はじめに 

 

市役所の会計は、現金主義に基づいて整理をしています。この方式は、予算どおりに事業が執

行されているかを管理し易いため、公的機関の会計制度として適しています。 

その一方で、道路、建物、土地など資産の状況把握や、将来にわたる債務に関する情報が不足

しています。また、予算執行の状況（＝現金の動き）が分かるだけで、当該年度に費用認識すべ

き金利や、減価償却費などのコストが明らかになっていない、一部事務組合や公社などを含めた

自治体全体の財務情報が十分でないなど、いくつかの課題があります。 

そこで、総務省は平成 18 年 8 月に総務事務次官通知「地方公共団体における行政改革の更な

る推進のための指針」により、平成 20 年度の決算から、全ての地方自治体が、貸借対照表をは

じめとする財務書類 4 表を、新たに国が示したモデルに基づき、一部事務組合や公社などを含め

た連結ベースで作成し、公表することを求めました。 

このことを受けて、清瀬市では平成 20 年度決算から発生主義に基づく「総務省方式改訂モデ

ル」を基準とした財務書類 4 表を作成しています。 

 

 

２．清瀬市の財務書類の説明 

 

●貸借対照表（バランスシート）（※詳細版は 4 ページに掲載） 

左側に市の資産、右側にその内訳である負債と純資産を表示しています。 

貸借対照表は清瀬市がどれだけの資産と負債があるのか、現在保有している資産はどのような

内訳となっているのかを明らかにする財務書類です。 

（単位：百万円）

普通会計 連結 普通会計 連結

77,702 92,313 １　固定負債 22,194 28,298

(629) (15) (△ 567) (△ 1,116)

4,518 3,736 ２　流動負債 1,945 2,709

(413) (475) (△ 70) (△ 244)

2,682 4,434

(196) (101) 24,139 31,007

1,103 2,393 (△ 637) (△ 1,360)

(298) (201)

84,902 100,483 60,762 69,476

(1,238) (591) (1,874) (1,951)

下段の（　　）書きは対前年度増減額

純 資 産 総 額資 産 総 額

貸借対照表
（平成２８年３月３１日現在）

借　　　　　方 貸　　　　　方

１　公共資産

うち歳計現金

２　投資等

３　流動資産
負 債 総 額

 

※上記は簡略版の貸借対照表です。 

貸借対照表詳細版は 4 ページをご覧ください。 
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●行政コスト計算書（※詳細版は 6 ページに掲載） 

この財務書類により、減価償却費や退職手当引当金など現金支出を伴わないものも含め、清瀬

市の経常的な行政サービスにかけられたコストを把握することができます。また、その経常的な

行政コストが受益者（利用者）負担でどの程度賄われているかを把握することができます。 

 

　【経常行政コスト】 （単位：百万円）

普通会計 連結

4,454 5,437

(△ 94) (△ 331)

4,639 6,995

(199) (283)

16,417 35,880

(△ 96) (1,694)

244 1,006

(△ 36) (8)

25,754 49,318

(△ 27) (1,654)

　【経常収益】
404 538

(△ 6) (△ 9)

228 10,198

(20) (1,370)

0 6,033

(0) (189)

632 16,769

(14) (1,550)

2.5% 34.0%

25,122 32,549

(△ 41) (104)

下段の（　　）書きは対前年度増減額

経常収益　合計

　２　分担金・負担金・寄附金

　１　使用料・手数料

平成２７年４月 １ 日　～　平成２８年３月３１日

　１　人に係るコスト

　２　物に係るコスト

（差引）純経常行政コスト

行政コスト計算書

　３　その他収入

受益者負担率（収益／コスト）

　３　移転支出的なコスト

　４　その他のコスト

経常行政コスト　合計

 

※上記は簡略版の行政コスト計算書です。 

          行政コスト計算書詳細版は 6 ページをご覧ください。 

 

 

●純資産変動計算書（※8 ページに掲載） 

この財務書類は、市の純資産が、1 年間でどのように変動したかを記載した財務書類であり、

清瀬市の資産・負債がどのような原因で増減したかを把握することができます。 

 

●資金収支計算書（※10 ページに掲載） 

この財務書類は、1 年間の歳計現金（＝資金）の出入りの情報を性質の異なる 3 つの区分（経

常的収支の部、公共資産整備収支の部、投資・財務的収支の部）に分けて表示した財務書類であ

り、清瀬市のどのような活動に資金が必要とされ、どのように賄われているかを把握することが

できます。 
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  ●財務書類 4 表の関係 

   財務書類は 4 つの表で構成されていますが、その関係は次の表のようになっています。 

   貸借対照表の純資産の変動を表したものが、純資産変動計算書です。 

   行政コスト計算書は、純資産変動計算書における純経常行政コストの内訳です。 

   資金収支計算書は、貸借対照表に経常されている歳計現金の増減の内訳です。 

 
 

３．連結対象会計・団体 

 

清瀬市の連結対象は、普通会計、特別会計 5 会計、一部事務組合 7 団体、後期高齢者医療広

域連合、清瀬市土地開発公社、清瀬都市開発株式会社です。 

 

・普通会計 

 

・特別会計 国民健康保険事業特別会計   下水道事業特別会計 

駐車場事業特別会計      介護保険特別会計 

後期高齢者医療特別会計 

・一部事務組合 柳泉園組合          東京都市町村職員退職手当組合 

東京たま広域資源循環組合   東京市町村総合事務組合 

多摩六都科学館組合       昭和病院企業団 

東京都市町村議会議員公務災害補償等組合 

・その他     後期高齢者医療広域連合       清瀬市土地開発公社 

清瀬都市開発株式会社 
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４．財務書類 

（単位：百万円）

[資産の部] 普通会計 連結  [負債の部] 普通会計 連結

１　公共資産 １　固定負債

(1) 有形固定資産 77,702 92,309 (1) 地方公共団体 17,225 20,750

　①生活インフラ・国土保全 (40,009) (49,564) 　①普通会計地方債 (17,225) (17,225)

　②教育 (27,560) (28,890) 　②公営事業地方債 (0) (3,525)

　③福祉 (3,635) (3,636) (2) 関係団体 0 1,336

　④環境衛生 (481) (3,950) 　①一部事務組合・広域連合地方債 (0) (788)

　⑤産業振興 (306) (306) 　②地方三公社長期借入金 (0) (0)

　⑥消防 (356) (356) 　③第三セクター等長期借入金 (0) (548)

　⑦総務 (5,355) (5,607) (3) 長期未払金 136 142

　⑧収益事業 (0) (0) (4) 引当金 4,833 5,421

　⑨その他 (0) (0) 　①退職手当等引当金 (4,775) (5,353)

　②その他の引当金 (58) (68)

(2) 無形固定資産 0 4 (5) その他 0 649

(3) 売却可能資産 0 0 固定負債合計 22,194 28,298

公共資産合計 77,702 92,313

２　流動負債

２　投資等 (1) 翌年度償還予定額 1,728 2,309

(1) 投資及び出資金 2,087 9 　①地方公共団体 (1,728) (2,217)

(2) 貸付金 9 11 　②関係団体 (0) (92)

(3) 基金等 2,239 2,844 (2) 短期借入金（翌年度繰上充用金を含む） 0 0

(4) 長期延滞債権 197 493 (3) 未払金 44 127

(5) その他 0 427 (4) 翌年度支払予定退職手当 0 19

(6) 回収不能見込額 △ 14 △ 48 (5) 賞与引当金 173 213

投資等合計 4,518 3,736 (6) その他 0 41

流動負債合計 1,945 2,709

３　流動資産

(1) 資金 2,449 3,842 負　　債　　合　　計 24,139 31,007

　①歳計現金 (1,103) (2,393)

　②その他 (1,346) (1,450)

(2) 未収金 233 570 [純資産の部]

(3) 販売用不動産 0 0 １　公共資産等整備国県補助金等 20,123 21,926

(4) その他 0 22 ２　公共資産等整備一般財源等 54,802 60,723

(5) 回収不能見込額 0 0 ３　他団体及び民間出資分 0 0

流動資産合計 2,682 4,434 ４　その他一般財源等 △ 15,004 △ 14,014

５　資産評価差額 841 841

４　繰延勘定 0 0 純資産 合計 60,762 69,476

資　　産　　合　　計 84,902 100,483 負債及び純資産合計 84,902 100,483

貸借対照表
（平成２８年３月３１日現在）

借　　　　　　　　　　方 貸　　　　　　　　　　方
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●貸借対照表からわかること（連結） 

 ◎資産 

   清瀬市（連結）の資産総額は 1,004 億 8,300 万円です。 

平成 2７年度は普通会計の実質収支が 10 億 9,230 万円となり、公共施設整備基金の積み立

てを約 4 億 900 万円行ったことなどから、投資等及び流動資産は 5 億 7,600 万円増加となり

ました。また、清瀬第二中学校南校舎の大規模改造、内山運動公園サッカー場等改修及び土地の

寄附など、有形固定資産の増加要因により、公共資産は 1,500 万円増加し、資産総額は前年度

と比較すると、5 億 9,100 万円増加しています。 

 

  資産の内訳は、 

  ・公共資産（道路や公園施設、下水道管などの都市基盤のほか、小中学校施設、児童センター、

市役所などの土地建物）が 923 億 1,300 万円です。 

  ・出資金や基金などの投資等が 37 億 3,600 万円です。 

  ・現金預金などの流動資産が 44 億 3,400 万円です。 

 

 ◎負債 

   清瀬市（連結）の負債総額は 310 億 700 万円です。 

前年度の負債総額と比較すると、普通会計の負債額が 6 億 3,700 万円、下水道事業特別会計

の負債額が 4 億 1,900 万円、駐車場事業特別会計の負債額が 5,400 万円、一部事務組合等の

関係団体の負債額が約 2 億 5,000 万円と、それぞれ減少したことなどにより、総額で 13 億

6,000 万円減少しています。 

負債の内訳は、 

  ・市の借金である地方債や、退職手当引当金などの固定負債が 282 億 9,800 万円です。 

  ・翌年度に支払う予定の地方債などの流動負債が 27 億 900 万円です。 

 

 ◎純資産 

   純資産は、上記「資産」の額（1,004 億 8,300 万円）から「負債」の額（310 億 700 万円）

を差し引いた額で 694 億 7,600 万円です。「純資産」は、資産を形成するうえで、これまでの

世代が負担してきた額となります。 

前年度の純資産額と比較すると、平成 27 年度は地方債残高の減少などにより負債額を減少さ

せていると共に、基金が増加したことなどにより、総額で 19 億 5,100 万円増加しています。 
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　【経常行政コスト】 （単位：百万円）

普通会計 連結

１　人に係るコスト 4,454 5,437

（１）人件費 4,154 5,054

（２）退職手当等引当金繰入等 127 170

（３）賞与引当金繰入額 173 213

２　物に係るコスト 4,639 6,995

（１）物件費 3,209 4,751

（２）維持補修費 37 215

（３）減価償却費 1,393 2,029

３　移転支出的なコスト 16,417 35,880

（１）社会保障給付 10,051 28,449

（２）補助金等 3,008 6,566

（３）他会計等への支出額 3,187 657

（４）他団体への
　　　公共資産整備補助金等

171 208

４　その他のコスト 244 1,006

（１）支払利息 223 348

（２）回収不能見込計上額 21 135

（３）その他行政コスト 0 523

25,754 49,318

【経常収益】

普通会計 連結

404 538

228 10,198

0 3,698

0 1,363

0 972

632 16,769

2.5% 34.0%

25,122 32,549

行 政 コ ス ト 計 算 書

経常収益　ｂ

１ 使用料・手数料

２ 分担金・負担金・寄附金

３ 保険料

経常行政コスト　a

ｂ／ａ

（差引）純経常行政コストａ－ｂ

平成２７年４月 １ 日　～　平成２８年３月３１日

４ 事業収益

５ その他特定行政サービス収入
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●行政コスト計算書からわかること（連結） 

 ◎経常行政コスト 

   「経常行政コスト」は、1 年間の行政活動のうち、資産の形成に結びつかない行政サービスに  

係る経費が 493 億 1,800 万円かかったことを表しています。 

前年度の経常行政コストと比較すると、16 億 5,400 万円増加しています。主な増加理由は、

社会保障給付費が普通会計で約 2 億 7,400 万円、介護保険特別会計で約 1 億 5,300 万円増加

し、全体で約 7 億 8,100 万円増加したことなどによるものです。 

 

経費の内訳は、 

  ・人に係るコストが 54 億 3,700 万円です。 

   前年度と比較すると、3 億 3,100 万円減少しています。主な減少理由は、人件費が 1 億 900

万円、退職手当等引当繰入等が約 2 億 3,500 万円減少したことによるものです。 

  ・物に係るコストが 69 億 9,500 万円です。 

前年度と比較すると、2 億 8,300 万円増加しています。主な増加理由は、マイナンバー制度

システム改修経費や給食業務委託費などの増により、物件費が約 2 億 6,400 万円増加したこ

とによるものです。 

  ・補助金など移転支出的なコストが 358 億 8,000 万円です。 

   前年度と比較すると、16 億 9,400 万円増加しています。主な増加理由は、社会保障給付費

が 7 億 8,100 万円増加したことなどによるものです。 

 

 ◎経常収益 

   「経常収益」は保育園の保育料、市営住宅の使用料などのほか、昭和病院の診察料など、行政

サービスの直接の対価として得た財源（受益者負担）で、総額 167 億 6,900 万円です。 

   前年度と比較すると、15 億 5,000 万円増加しています。主な増加理由は、社会保障費給付

費の増加に伴う分担金及び負担金の増加によるものです。 

 

 ◎純経常行政コスト 

   「経常行政コスト」から「経常収益」を差し引いた「純経常行政コスト」は 325 億 4,900

万円です。この額については、受益者負担で賄うことができず、市税収入などの一般財源等が用

いられたことを意味します。 

前年度の純経常行政コストと比較すると、1 億 400 万円増加しています。 
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（単位：百万円）

普通会計 連結

期首純資産残高 58,888 67,572

純経常行政コスト △ 25,122 △ 32,549

一般財源

地方税 9,218 9,218

地方交付税 3,866 3,866

その他行政コスト充当財源 2,896 3,064

補助金等受入 10,175 17,464

臨時損益

災害復旧事業費 0 0

公共資産除売却損益 0 0

投資損失 0 0

収益事業純損失 0 0

出資の受入・新規設立 0 0

資産評価替えによる変動額 0 0

無償受贈資産受入 841 841

その他 0 0

期末純資産残高 60,762 69,476

純資産変動計算書

平成２７年４月 １ 日　～　平成２８年３月３１日
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●純資産変動計算書からわかること（連結） 

 ◎期首純資産残高 

   原則として、前年度のバランスシート純資産額から転記するもので、期首時点（＝前年度末）

において清瀬市の純資産がどれだけあったかを表し、675 億 7,200 万円となります。 

  

  ※通常、平成 26 年度の期末純資産残高と平成 27 年度の期首純資産残高は一致しますが、連結

対象団体については、一部事務組合の算入按分率が変更となることから不一致となります。 

 

◎純経常行政コスト 

  行政コスト計算書の「純経常行政コスト」から正負を逆にして転記するもので、マイナス 325 

億 4,900 万円です。 

  

 ◎一般財源 

  地方税 

  ・平成 27 年度の市税収入額等で 92 億 1,800 万円です。 

  地方交付税 

  ・平成 27 年度の普通交付税及び特別交付税の収入額で 38 億 6,600 万円です。 

  その他行政コスト充当財源 

  ・上記以外の一般財源で、地方譲与税、地方消費税などの各交付金が 30 億 6,400 万円です。 

 

 ◎補助金等受入 

  国や都から受入れた負担金、補助金などで、174 億 6,400 万円です。 

 

 ◎臨時損益 

  災害復旧事業費や公有財産の除却、投資及び出資金に係る減少額を表します。 

 

 ◎出資の受入・新規設立 

  出資の受入、新規設立に係る額を表します。平成 27 年度は発生していません。 

 

 ◎資産評価替えによる変動額 

  売却可能資産の評価替などによる評価額の増減額を表します。 

 

 ◎無償受贈資産受入 

  寄附などにより、無償で取得した財産の増加額を表すもので、8 億 4,100 万円です。 

 

 ◎その他 

  上記以外の要因による純資産の増減を表しています。 

 

 ◎期末純資産残高 

  「期首純資産残高」から上記の各科目の額を増減した 694 億 7,600 万円です。 

  当年度の貸借対照表の純資産と一致します。 
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（単位：百万円）

普通会計 連結

支 出 合 計 24,162 47,286

収 入 合 計 27,477 51,368

経 常 的 収 支 額 3,314 4,082

普通会計 連結

支 出 合 計 1,374 1,618

収 入 合 計 1,073 1,178

公 共 資 産 整 備 収 支 額 △ 301 △ 440

普通会計 連結

支 出 合 計 2,809 3,616

収 入 合 計 94 111

投 資 ・ 財 務 的 収 支 額 △ 2,715 △ 3,505

普通会計 連結

翌年度繰上充用金増減額 0 0

当年度歳計現金増減額 298 137

期首歳計現金残高 805 2,256

期末歳計現金残高 1,103 2,393

３ 投 資 ・ 財 務 的 収 支 の 部

２ 公 共 資 産 整 備 収 支 の 部

資金収支計算書
平成２７年４月 １ 日　～　平成２８年３月３１日

１ 経 常 的 収 支 の 部
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●資金収支計算書からわかること（連結） 

 ◎経常的収支の部 

   この区分は、人件費や物件費などの支出と、市税、地方交付税、手数料などの収入により、清

瀬市における経常的な行政活動に係る資金収支を表します。 

  ・支出合計は 472 億 8,600 万円です。 

  ・収入合計は 513 億 6,700 万円です。 

  ・収支額は 40 億 8,200 万円です。 

 

 ◎公共資産整備収支の部 

   この区分は、道路、公園などの都市基盤や学校・福祉施設などの整備に係る支出と、その財源

である補助金、市債などによる収入により、公共資産の整備に係る資金収支を表します。 

  ・支出合計は 16 億 1,800 万円です。 

  ・収入合計は 11 億 7,800 万円です。 

  ・収支額はマイナス 4 億 4,000 万円です。 

  ・収支不足額については、市税収入などを計上している経常的収支の部の黒字額や昨年度の現金 

残高（期首歳計現金残高）により賄われています。 

 

 ◎投資・財務的収支の部 

   この区分は、出資、貸付金、基金の積立て、地方債の償還などによる支出と、その財源となっ

た補助金、借入れ、貸付金元金の回収額などの収入により、財務活動に係る資金収支を表します。 

  ・支出合計は 36 億 1,600 万円です。 

  ・収入合計は 1 億 1,100 万円です。 

  ・収支額はマイナス 35 億 500 万円です。 

  ・収支不足額については、市税収入などを計上している経常的収支の部の黒字額や昨年度の現金 

残高（期首歳計現金残高）により賄われています。 

 

 ◎当年度歳計現金増減額、期首歳計現金残高、期末歳計現金残高 

   「当年度歳計現金増減額」は、「経常的収支の部」「公共資産整備収支の部」「投資・財務的収

支の部」の各区分における収支差額の合計を表し、1 億 3,700 万円のプラスです。その結果、

歳計現金の残高は、「期首歳計現金残高」（＝前年度末残高）の 22 億 5,600 万円から、「期末歳

計現金残高」（＝当年度末残高）の 23 億 9,300 万円に増加しました。 

 

 

 ※通常平成 26 年度の期末歳計現金残高と平成 27 年度の期首歳計現金残高は一致しますが、連結

対象団体については、算入按分率が変更となることから不一致となります。 
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5．清瀬市の財務書類の分析 

  ●社会資本形成の現世代負担比率 

   ◎普通会計：78.2％ 

   ◎連  結：75.3％ 

   ・純資産は、過去及び現世代の負担により形成された財産の額を表しているため、公共資産残 

高に対する純資産残高の割合を見ることにより、現存する社会資本のうち、これまでの世代 

が負担した割合を見ることができます。 

   ・この比率が高いことは、これまでの世代が負担した税などで形成された資産から将来にわた

って行政サービスを受けることができるため、将来世代の負担が少ないといえます。 

   ・地方公共団体においては、50％から 90％程度が標準とされていることから、清瀬市の比率 

は、普通会計、連結とも標準範囲内となっています。 

・【計算式】 

      
純資産合計 公共資産合計 × 100

          

普通会計  607 億 6,200 万円  777 億 200 万円 

連   結   694 億 7,600 万円  923 億 1,300 万円 

 

 

●社会資本形成の将来世代負担比率 

   ◎普通会計：24.6％ 

   ◎連  結：26.7％ 

   ・地方債等残高に対する純資産残高の割合を見ることによって、現在使用する資産について、

今後の世代によって負担する割合を見ることができます。 

 ・この比率が高い場合は、現在使用している資産を将来世代が負担する税などで形成している 

  ことになり、将来世代の負担が大きいということになります。 

 ・地方公共団体においては、15％から 40％程度が標準とされていることから、清瀬市の比率 

  は、普通会計、連結とも標準範囲内となっています。 

・【計算式】 

       
地方債等現在高 公共資産合計 × 100

        

普通会計  191 億 3,300 万円    777 億 200 万円 

    連    結 246 億 6,400 万円    923 億 1,300 万円 

 

 

●有形固定資産の行政目的別割合 

 ◎貸借対照表に計上された有形固定資産の行政目的別割合を見ることにより、行政分野ごとの 

公共資産形成の比重を把握することができます。 

   ・普通会計で比重が大きい分野は、生活インフラ・国土保全（道路、再開発施設、公園など） 

    が 51.5％、教育（小・中学校施設、社会教育施設）が 35.5％であり、この 2 つの分野で 

    87.0％を占めています。次いで、総務（市役所、出張所施設など）が 6.9％、福祉（障害 

福祉センター、子どもの発達支援・交流センター、保育園など）が 4.6％、それ以外が 1.5％ 

となっています。 
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   ・連結において比重が大きい分野も普通会計と同様に、生活インフラ・国土保全が 53.7％、 

    教育が 31.3％となっています。公営企業会計の下水道事業は 6.6％（生活インフラ・国土 

保全）、昭和病院、柳泉園及び東京たま広域資源循環の 3 組合の合計は 3.8％（環境衛生資 

産）となっています。 

 

 

●資産老朽化率 

 ◎普通会計：52.7％ 

・有形固定資産のうち、土地以外の償却資産の取得価額に対する減価償却累計額の割合を見る 

ことにより、耐用年数に比べて老朽化がどの程度進んでいるかを、全体として把握すること 

ができます。100％に近づくほど老朽化が進んでいることを意味し、近い将来、補修などに 

費用を要することになります。 

   ・地方公共団体においては、35％から 50％程度が標準とされていることから、清瀬市の普通 

会計における比率は、比較的高い水準となっており、施設の老朽化が進んでいることが明ら

かとなっています。 

・【計算式】 

    
償却資産取得価額減価償却累計額 × 100

  

  340 億 2,000 万円   645 億 6,100 万円 

 


